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１ 本研究の目的 
本研究は、近年のデジタル技術の進歩により、様々な手段で情報交換が容易に行われる
ようになった点について、営業秘密とされている情報がハッキングやスパイ行為などによ
り不正に入手、使用される場面が増加傾向にあるが、その営業秘密の保護体制に問題はな
いのだろうかというところに焦点を当てて論じたものである。 
様々な国際条約がある中で、営業秘密に関する規定については、既存の条文から実際に
ミニマムスタンダードを設定する効果がまだできていない。 
実際、企業が独自に開発した情報や知識が、第三者によって盗まれ、不正開示・不正使
用されたという事件が数多く報告されている。しかし、これらの問題を防ぐため、あるい
は処分するための共通の国際的な規制が十分に出来ていないのが現状である。 
そこで本論文においては、特定の国だけではなく、世界各国が共通認識として営業秘密
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に対する保護の認識の重要性を考え、これまで曖昧だった基準を世界的に整備する必要が
あることを論じていく。特に、日本とその他の国との比較に加え、母国でもあり、TRIPS
協定の交渉では営業秘密の議論に大きく関わったブラジルにおける営業秘密に関する規定
の現状についても歴史的背景も交えながら詳しく検討していく。 
最終的に、営業秘密の保護に関するミニマムスタンダードの重要性を訴え、各国の社会
状況から生まれる相違点がある中、営業秘密の保護、そしてそもそも何が営業秘密として
みなされるべきかという議論にある程度の共通認識を齎すことのメリットを主張したい。
具体的には、このミニマムスタンダードの普及で中小企業の競争力が高められることが予
想でき、その結果として国際社会の経済成長も予想できるのである。 
 
２ 研究方法 
 本論文では、最初は営業秘密をめぐる国際条約の歴史と状況を検討する。特に、パリ条
約及び TRIPS 協定に関する交渉の経緯を踏まえ、営業秘密が国際条約に導入されたこと
によって、どのような議論が行われたかを検討する。 
さらに、近年の立法・改正法を中心とし、日欧米の営業秘密に関する現行法を検討する。
それから、TRIPS 協定以来、営業秘密に関する改正を行っていないブラジルの現行法を検
討する。次に、日欧米の保護を比較しながら、3 ヶ国の間にハーモナイゼーションがどの
程度まで行われているかを考察しながら、ブラジルの営業秘密の法制度と比較する。これ
らの法制度を比較することで、営業秘密をめぐるミニマムスタンダードの普及の重要性に
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ついて検討することを目指したい。まずは、歴史的なアプローチを通して、国際的に、そ
して各国の国内において、現行の規定に至るまでの過程を検討することで、なぜこれ以上
のハーモナイゼーションが達成できなかったかについて検討する。最後に、現在、ミニマ
ムスタンダード（特に保護の客体について）はどの程度に実施可能かについて検討してい
きたい。 
 
３ 本論文の構成（章建て） 
 本論文は、7 章立て(19 節)で構成されており、米国、欧州、日本、ブラジルの制度や歴
史的背景との比較を交えながら論じたものである。各章の要点は、下記の通りである。 
 
序論 
第１章  営業秘密保護の概念 
第２章  営業秘密の保護と国際的なハーモナイゼーション 
第３章  アメリカにおける営業秘密保護体制 
第４章  欧州における営業秘密保護体制 
第５章  日本における営業秘密保護体制 
第６章  ブラジルにおける営業秘密保護体制 
第７章  営業秘密の保護範囲のハーモナイゼーション問題 
終章・結論 
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４ 各章の内容 
序論 
近年のデジタル技術の急速な進歩に伴い、商品やサービスの開発に対してダイナミック、
尚且つ柔軟な戦略をする必要がある。その上で、デジタル時代におけるビジネスモデルで
は、ネットワーク上での情報交換が容易になってきた。しかし、ダイナミックなマーケッ
ト環境において、必ずしも伝統的な工業所有権法の保護でイノベーションを守るのが妥当
とは限らない。現在のイノベーション環境の一部はビッグデータや、IOT、人工知能等に基
づいて行われているため、商業化や商品化についてどうすべきかまだ具体的になっていな
いこともある。同じように、様々な規制はどのようにして縛られるか、市場に提供するた
めには、どのような承認が必要か、承認が必要である場合、公開が前提となる特許制度の
利用が望ましくない場面もある。実は、現在、健全な知的財産の保護戦略には、必ず特許
として保護するものと営業秘密として保護するものとを分けて、両方の精度を両立して利
用することが望ましいとされている。そのため、アクセス管理がある状況で、従来までに
なかった情報交換が可能となった。そのような環境で蓄積された情報は秘密として扱って
いたが、不正アクセスによって盗まれた情報に対しての救済を考える必要がある。 
そのような理由で、営業秘密に対する保護のニーズは高まっている。また、グローバル
な経済において、国際的ハーモナイゼーションが欠けている保護状況のニーズについても
関心が高まっている。TRIPS 協定では、初めて本格的に営業秘密に関する保護についての
ミニマムスタンダードの設定を試みることになった。それによって、多くの国において
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TRIPS 協定第 39 条に基づいて営業秘密の保護を設定しているものの、第 39 条のミニマ
ムスタンダードが曖昧というところから、ハーモナイゼーションが本当にできているか否
かを検討する必要がある。営業秘密保護に関する TRIPS 規定はまだ WTO 紛争解決の主題
ではなかったので、範囲が定められていない。たとえば、TRIPS 協定がパリ条約を超えた
営業秘密の保護を提供するかどうかについて、論争が続いている。 
 
第１章 営業秘密保護の概念 
 この章は一つの特定の国の法律に限っておらず、営業秘密の歴史および保護をする理由
を全体的に検討する。いわば、ここでは営業秘密保護の起源を全体的に検討する。 
 営業秘密法は、いわば西洋の法律を基とする現代的な営業秘密法は、19 世紀の英米法か
ら生まれた。英国および米国の裁判が初めて営業秘密の被害を権利行使として認めたのは、
それぞれ 1817 年と 1837 年であった。営業秘密の不正利用、また不正利用に対する差止
救済は、まだその後であった。この初期の判決は、今でも議論されている事件に引用され
ることがある。具体的にいえば、従業者が退職した後でも、どのような条件なら同じビジ
ネスを進めてよいか、競争相手として市場で公式に商売されている商品をどのような条件
なら真似てよいか、そして営業秘密の保持義務は、裁判による契約書が適応されるべきか
などの問題点がある。 
 確かに、営業秘密は特別な保護客体として、他の知的財産権と異なるといえる。たとえ
ば、特許及び実用新案について、技術的な情報を公開することに対して一時的な排他的独
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占権を与えるとなり、その後はパブリックドメインに入る。その意味で、営業秘密の性質
はそのような性質と異なってくる。とはいえ、保有者が活動によって集めた価値・有用性
のある情報を不正な漏洩から守られる法的な価値があるであろう。しかし、その保護の体
制と性質については、統一されていない。 
 ミニマムスタンダードを設定するならば、営業秘密の保護となる根拠バラバラであるこ
とが問題になるか否かを理解するために、営業秘密の保護の根拠と目的について検討する。 
 
第２章 営業秘密の保護と国際的な展開 
 パリ条約における不正競争の保護は、最初の条約文において、当初は想定されていなか
った。第 10 条の 2 は、1897 年の準備会合におけるフランス代表による提案に基づき、
1900 年、初めて導入された。現在の第 10 条の 2（3 つの例が掲載されている）は 1925 年
のヘーグ改正でできた。とはいえ、パリ条約の交渉過程において、「営業秘密」という語が、
ただ一度だけしか使用されていなかったことが事実である。しかし、「営業秘密」が用語と
して議論に含まれていなかったとしても、営業秘密の観念は、不正競争行為としての競合
社の従業員に対する雇用契約違反の教唆行為に関連し、1925 年会議で提示された案にお
いて示唆されている。 
 実は、パリ条約の射程には営業秘密の保護が含めているか否かが長く議論されており、
国によって、含まれていると見なす国もあれば、そうでもない国もある。パリ条約には不
正競争行為に対して整備しなければならないことが間違いないと言いつつも、南北問題の
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ような形で、工業促進の高い国が自然かつ明確に不正競争行為に関する規定を定めようと
する。一方、工業促進が進んでいなかった国において、あえてグレイゾーンに当たる行為
を大目に見ることが頻繁に起きる。 TRIPS 協定へ至る議論では、営業秘密の保護が含め
るべきか否かについて大きく議論された。パリ条約に営業秘密が含まれるか否かにかかる
コンセンサスの欠如を考察すると、TRIPS 協定は、拘束力のある協定内において営業秘密
を調和させる初めての試みであったと言えよう。TRIPS 協定における交渉の環境では、営
業秘密の保護について同意が得られた範囲が狭いといえる。基本的に、営業秘密を「開示
されていない情報」が一種の知的財産権として分類されることになり、どのような情報が
保護を受けるべきかを定めてきた。TRIPS 協定の第 39 条の(2)では、定義のようなものが
基本的に設けられたものの、TRIPS 協定がハーモナイゼーションに対してどの程度に貢献
したか不明である。たとえば、現在の欧州の営業秘密指令ができる前に、欧州内にハーモ
ナイゼーションの範囲に関する調査が行われた。結果として、欧州連合には営業秘密に関
する統一された定義及び保護の範囲が存在しないことが明らかになった。ほとんどの国で
は、保護は特別規定に基づき行われておらず、営業秘密について定める規定は全く異なる
法律の領域においてバラバラに存在している。 
 TRIPS 協定に関する交渉の結果として、TRIPS 協定における営業秘密の保護がきわめて
曖昧だと言えるだろう。したがって、TRIPS 協定からできるハーモナイゼーションの過程
はまだ相応しくないのではないかと批判できる。少なくとも、どのような行為が営業秘密
の侵害に該当するかが条約上で定めることが出来たら、さらなるハーモナイゼーションに
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至ったのかもしれない。ここでも、国際的に適応される営業秘密の保護に関する共通のミ
ニマムスタンダードの必要性が見られるのである。その意味で、TRIPS プラスと考えられ
る条約は特に興味深く検討すべきである。営業秘密の面でいうと、TPP が近年に営業秘密
の新しいスンタンダードを設定しようとした計画である。 
 
第３章 アメリカにおける営業秘密保護体制 
 営業秘密の保護は、主に州法により行われ、20 世紀末までは、2 つの基本的形式のうち
1 つの形式を取るものであった：統一営業秘密法（英：Uniform Trade Secrets Act）に基づ
く各州の法；又は、営業秘密に関するリステイトメント（不正競争法リステイトメント、
英：Restatement of Unfair Competition）。統一営業秘密法は、統一州法委員会全国会議に
より草案が作成され、1980 年にアメリカ法曹協会の承認を受け、営業秘密法を制定したほ
ぼ全ての州により採用された。営業秘密のリステイトメントは、これら異なる営業秘密州
法を要約したもので、多くの州が統一営業秘密法アプローチを採用するにつれ弱体化した。
また、1996 年経済スパイ法（英：Economic Espionage Act of 1996）がある。1996 年経済
スパイ法は、産業スパイ活動（例：営業秘密の窃取又は不正利用、及び全米情報基盤保護
法）のみならず、精神異常抗弁や判決前調査報告書の要件、並びに暗号化及びスクランブ
ル技術に関する合衆国量刑委員会報告書を含む広範な問題等、同時に多数のことを扱う法
律である。 
 そして、2016 年営業秘密保護法（英：Defend Trade Secrets Act of 2016 または「DTSA」
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として省略される）は、自社の営業秘密が不法にアクセスを受け又は使用された場合、営
業秘密所有者が連邦裁判所に提訴することを認める米国連邦法である。DTSA は、統一営
業秘密法と密接な整合性を取るという議会の意図を強調している。技術的には、DTSA は、
一定の営業秘密の不正利用を犯罪とする経済スパイ法を拡大した。 
  DTSA の大きな特徴は、米国における営業秘密の保護がこれまで州法により行われて
きたことを考察した上で、これらの法律を無効とするものではなく、州法による営業秘密
保護を保つのである。本法は、営業秘密の統一定義、不正利用の統一基準、全国的な文書
送達及び全国的な判決の執行を定めた。しかし、州法の効力を保つことは、本格的なハー
モナイゼーションに悪影響を与えるか否かを検討する必要がある。 
 
第４章 欧州における営業秘密保護体制 
 2016 年に、欧州において営業秘密に関する EU の指令ができた。未公開のノウハウおよ
び事業情報（営業秘密）の不法な取得、使用および開示に対する保護に関する指令（英：
Directive on the protection of undisclosed know-how and business information (trade 
secrets) against their unlawful acquisition, use and disclosure）は、2015 年 12 月 15 日付
の欧州議会における合意及び 2016 年 3 月 14 日付の議会による改正に続き、2016 年 5 月
27 日に欧州理事会により採択された欧州議会及び欧州理事会の指令で作られた。 
 本指令の目的は、「営業秘密の不正利用に対する保護に関する［EU 内」の様々な既存の
国内法を調和させることにより、営業秘密を利用・共有することを可能とし、もって自身
の革新的アイディアの成長と雇用につなげることである」。 
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 本指令は、既存の国際的拘束力のある基準に従い営業秘密の定義を調和させる。本指令
はまた、不正利用の関連形態を定義するとともに、営業秘密が排他的な知的財産権の形態
ではないことを指摘し、リバースエンジニアリング及び並行したイノベーションが保証さ
れなければならないことを明らかにする。 
 刑事罰を設けることなく、この案は、民事的手段を調和させる上に、営業秘密の不正利
用の被害者が以下のような保護を受けることができる：①不正利用された営業秘密の不法
な使用及び更なる開示の防止；②違法に取得された営業秘密に基づき製造された商品の市
場からの排除；③不正利用された営業秘密の不法な使用及び開示により生じた損害賠償の
請求権。 
 EU 加盟国は、2 年以内に、すなわち 2018 年 5 月までに、「この指令の遵守に必要な法
律、規則及び行政規定を施行する」ことを要求された。さらに、営業秘密所有者は、営業
秘密を含む又は営業秘密を割り出すことのできる文書、物体、材料、物質又は電子ファイ
ルが違法に流用された場合、救済措置を申請する権利を有することとなる。 
 ここでも営業秘密の保護をめぐるミニマムスタンダードを目標に立法された指令の必要
性を指摘した上で、現在の指令の有効性を検討する。 
 
第５章 日本における営業秘密保護体制 
 営業秘密に係わる不正行為が不正競争行為として法律に入れられたのは、平成 2 年の改
正が初めてであった。この改正の背景として、事業活動の展開に伴う企業の競争力を保つ
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目的がある。営業秘密の重要性が高まってきた中、事業活動の成果で得られた情報が他社
により不正に習得や開示されるという行為に対し、一般的な方法行為から得られるのは損
害賠償請求のみであるため、保護が不十分だと言う認識がある。この問題から、日本国内
における保護の要請が高くなってきたということが見られる。そして、TRIPS 協定にむけ
て行われた交渉では、営業秘密の保護が議論されていたことから、営業秘密の保護に関す
る国際的ハーモナイゼーションの要求が高くなってきたことも挙げられる。不正競争防止
法の平成 5 年改正には、旧不正競争防止法が全部改正され、条文の現代仮名遣いと平仮名
化、目的の明記、不正競争の類型の整理・拡充および損害額推定規定が設けられた。その
中には、営業秘密の定義規定が新設された。「秘密として管理されている生産方法、販売方
法その他の事業活動に有用な技術上又は営業上の情報であって、公然と知られていないも
のをいう」(第２条６項)と定義されてきた。 
 全体的に営業秘密の保護強化が行われた不正競争防止法の平成 27 年改正では、日本の
営業秘密の保護の水準が欧米のレベルと根本的に同様レベルに至った。 
 不正競争防止法の下で保護される営業秘密の国際的なハーモナイゼーションをした日本
は、現在、特に 2016 年にハーモナイゼーションを目指した EU 指令および米国の DTSA
に比べ、世界中の保護程度と同様程度に上がっているかを検討するために日本の制度を紹
介する。日本の不正競争防止法の実務では、定義に関する議論が豊である。秘密管理性に
関する議論が深、「営業秘密管理指針」の発行によって政府が円滑な保護ができるように貢
献している。また、日本においては、営業秘密の侵害行為が詳細に類型しており、「逐条解
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説」も加えて、侵害となる行為の区切りが比較的に明確である。一方、適用外規定の条文
は曖昧といえる。 
 
第６章 ブラジルにおける営業秘密保護体制 
 現在のブラジルの共和国の形式において、法律上保護されるべき利益が憲法にて直接的
または間接的に認められないといけない。営業秘密の場合、パリ条約からの解釈からなる
保護はブラジルの憲法第 5 条の（XIV）に基づいて可能になっている。当条文は「情報公
開」を基本的権利として設定しながら「職業において必要な場合」 に秘密が認められる。
産業財産権に関する憲法の根拠は、一方、第 5 条の（XXIX）に基づかれている。 
 ブラジルでは、営業秘密の定義が法律上で明記されていない。一方で、ブラジルにおけ
る実務上での条約の直接適用が活かされており、その定義は TRIPS 協定の定義を引用し
たものであり、営業秘密の範囲が解釈されている。 
 ブラジルにおいて、不正競争防止規定は産業財産法第 195 条にて規制されている。営
業秘密 の基本的な保護も第 195 条の（XI）と（XII）に設けられている。第 195 条の（XI)
によると 「契約関係又は雇用関係により知得した秘密の知識、情報又は資料、公知のもの
又は当該分野の熟練者にとって自明のものを除き、工業、商業又はサービス提供において
使用し得たものを、契約の終了後も含めて、許可を得ることなく漏洩し、利用し又は使用
すること」が 不正競争の罪を犯すことになると定められている。また、第 195 条の(XII)
によると、第 195 条の（XI)で定められた 「契約関係又は雇用関係により知得した秘密の
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知識、情報又は資料、公知のもの又は 当該分野の熟練者にとって自明のものを除く」情報
に加えて「違法な手段によって取得し又は詐欺行為により知得したものを、許可を得るこ
となく漏洩し、利用し又は使用すること」も不正競争の罪を犯すことになると定められて
いる。この産業財産法第 195 条の（XI)と（XII)の違いを簡単に説明すると、（XI)では営業
秘密が通常の仕事関係で営業秘密を占有する事業者からその営業秘密を得た場合を示す。
一方、（XII)はいかなる不正の手段により営業秘密を取得する行為示す。第 195 条 1 項で
は、企業が(XI)及び (XII)に規定する罪を犯したときは、その責任は、企業の使用者、パー
トナー又は幹部にも及ぶものとされている。ブラジルにおける営業秘密侵害の範囲の問題
は、とくに、重大過失による営業秘密の開示の取り扱いは一般的に不明である。また、善
意に取得した第 2 次取得者の行為に関する取扱いも不明であることも指摘できる。 
 
第７章 営業秘密のミニマムスタンダードに関する検討 
営業秘密の保護におけるミニマムスタンダードの重要性を主張する考察を、欧米日伯の
それぞれの実態を比較的に考えながら、かつ具体的な案を工作しながらに深めていく。以
下はそれぞれの節で行われた考察をまとめていきたい。 
「one size fits all」というアプローチでミニマムスタンダードを設定することから必然的
にアンバランスが発生するだろう。しかし、これは、他の法律でバランスを取り返すこと
もできるだろう。たとえば、権利濫用に関する法や独占禁止法等の適用がその実例だと考
えられる。確かに、弱い営業秘密保護法制や弱い知的財産法実体なら、その国では多国の
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技術を比較的に簡単にコピーできるため、発展途上国にある程度の利益をもたらすことに
なる。しかし、しっかりした営業秘密の保護を設けることによって、開発途上国が外国企
業からの外部投資を引き付けるのに役立つこともある。そして、営業秘密を保護すること
で、特許として保護されることが難しい技術あるいは、特許登録を受けるインセンティブ
（たとえば、ライフサイクルが短いからなどの理由で）、営業秘密の保護が特許の代替手段
にもなれる上、ライセンス、資金調達、および研究開発を促進する効果もあるといえる。 
 結局、米国の制度が他の制度に全体的に大きな影響力を与えることになる。日本や欧州
の近年の営業秘密関連立法において、米国の営業秘密の法制が間違いなく 1 つのモデルと
して参照されている点である。EU 指令も、実は米国の統一営業秘密法（UTSA）がモデル
になった。今後は、米国の法制がモデルになったとしても、そこからどのような知恵を得
られるか検討することが重要である。 
 秘密性に一番近い要件は「秘密管理性」である。しかし、営業秘密はしっかりと管理し
ているから保護を与えるものではないであろう。どの程度の管理が必要かというと、それ
は国それぞれ異なるスタンダードを設ける必要がある。なぜなら、国によって社会的な状
況が異なるため、その基準が必然的に異なってくるからである。近年の EU 加盟国の国内
の裁判例でいうと、EU 指令を判例しながら、「努力」さえあれば、「秘密管理性」を認める
方向になるかもしれない。一方、日本では条文上では単純に「秘密として管理」すること
しか認められないが、。日本法では、最も重要な要件にされている。また、ブラジルの条文
では「秘密管理性」が条文上で求められていない。判例を見ると、秘密にするような努力
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が必要だという考え方があり、EU 指令からなる基準とは、事実上で認められる可能性が
高い。しかし、安定性の面で考えると、ブラジルの場合、TRIPS 協定に基づく定義を導入
することが望ましい。 
第二の重要な要素、すなわち「有用性」については、緩く解釈されている要件であるが、
解釈に一貫性がないといえる。ブラジルのでは、価値や有用よりも、単純に「工業、商業
又はサービス提供において使用」し得るか否かしか確認されない。また、たとえば、EU 指
令ができるまでに、ドイツ法や英国法では「有用性」事態は明確な要件は示されていなか
った。EU 指令がミニマムスタンダードを「商品化されない価値を有する」ものとして設定
している。最後に、「非公知性」については、それについても、範囲が曖昧ものの、ミニマ
ムスタンダードを検討する面ではリバースエンジニアリングとの関係も注意すべきところ
である。リバースエンジニアリングそのものに違法性があるとは解すべきではない一方、
リバースエンジニアリングの場合、非公知性は失われるべきではないとして、最低限とし
て調和すべきであろう。 
営業秘密法が契約（黙示の契約等も含め）、財産権（知的財産権も含め）、エクイティ（習
慣法も含め）、または不法行為（不正競争防止法に関する規定も含め）、様々な異なる根拠
に基づいて営業秘密に関する侵害に対する対応が可能だと考えられる。その違いは国々に
よって、法制度の違いから必然的に生じてしまう。しかし、営業秘密の漏洩を防止したい
意思が、営業秘密の根拠を問わず、同一の目標であろう。とはいえ、国によって、どのよ
うな行為が営業秘密侵害に当たることが異なると、営業秘密を管理しなければならない保
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有者にとって不安定な状況だといえる。 
 
 ここでは欧米日伯のそれぞれの現状を踏まえながら、各国における営業秘密の侵害行為
をめぐるミニマムスタンダードの実施意義と、その実施に伴われる影響に関する考察を深
めていく。考察の結果、営業秘密の侵害行為類型は、個別列挙方式のもとで法制化するこ
とによって、安定性を与える効果があると考えられることを指摘する。また、営業秘密を
正当に取得した者に関する侵害行為の類型について、日欧米の範囲は適切なミニマムスタ
ンダードとして検討することが妥当であることを主張する。具体的には、「正当な第 1 次
取得者による悪意等の開示・使用」、「不正開示につき、悪意等の第 2 次取得者による開示・
使用」および「善意等の第 2 次取得者による悪意等の開示・使用」の類型から考えれば良
いと考える。 
 最後に、救済について、TRIPS 協定は十分の民事上の救済のミニマムスタンダードを設
定するものと論じる他、TPP が設定した刑事罰のミニマムスタンダードが相応しいと論じ
る。国際的なスパイ・ハッキング行為に対して、特に発展途上国の中小企業が使える道具
としては使えるものであろう。 
 
５ 本論文の結論 
ここまで歴史的に考えてきたように、1925 年のパリ条約のヘーグ改正から 1994 年の
TRIPS 協定までおよそ 70 年が経ち、TRIPS 協定から日本の 2015 年の不正競争防止法改
正や 2016 年の DTSA および EU 指令までは凡そ 20 年間が経った。90 年間では、様々な
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議論が行われた結果、日欧米の現行の保護において、類似するところを検討すると、やっ
と本質的な営業秘密に関わるミニマムスタンダードに関するある程度の同意が見られるよ
うになった。日欧米の制度の比較をしたら、営業秘密の保護に関するミニマムスタンダー
ドの普及に向けて、様々な示唆が得られると考える。一方ブラジルでは、日欧米に比べて、
保護体制には穴が空いているところが多かった。 
営業秘密の定義については、TRIPS 協定から図った基準が相応しいスタートラインだと
考える。しかし、営業秘密の性質に関する議論がまだ続いている中、営業秘密に関する侵
害行為を類型することによって、保護体制に安定性を与える効果があることも期待できる。
どのような行為が侵害になるかが、ある程度の模索がついたら、保有者と保有者ではない
者（従業員等）の間のバランスが測り易くなる。 
このミニマムスタンダードを基に更なる議論が行われることも期待したい。絶対的では
ない知的財産法と同じように、営業秘密法もテクノロジーの発展に伴われる社会変化を視
野に入れながら、国際機関による営業秘密保護の加減を含む自らのスタンダードを常に調
整、かつ調和を絶えずに追求していくことが重要であると考える。そして前章でも示して
きたように、営業秘密の保護をめぐる様々なミニマムスタンダードの追求過程から期待で
きる国内国際的な経済効果は著しい。したがって、営業秘密保護に関する議論は法学にお
いてますます不可欠なトピックとなっていくのは間違いないだろう。 
